









長 田 旬 平
判示事項
失火責任法は、「民法七百九条ノ規定ハ失火ノ場合ニハ之ヲ適用セズ但シ失火
者ニ重大ナル過失アリタルトキハ此ノ限ニ在ラズ」とするだけであって、規定の
文言上、その対象物にも、その対象物が存在する地域についても何ら限定がない
から、日本法が準拠法とされる限りは、日本の領海の外を航行中の船舶にかかる
失火についても失火責任法が適用される。
Ⅰ 事実の概要
甲号（以下「本船」という。）は、Cが所有するコンテナ船であり、平成16年当
時、同社から Dが、同社からX?が、X?からAが、順次本船を傭船した上、A
が本船をアジア欧州間の定期航路に配船していた。
Yは、平成16年９月、被告補助参加人 Eを代理した被告補助参加人 Fとの間
で、Yを荷送人、Eを運送人として、補助参加人 B（製造者）から購入した
「NA-125」50kg入りファイバードラム缶100個、及び「PSR-80」10kg入りカ
ートン40個（以下総称して「本件各貨物」という。）を神戸からロッテルダムまで運
送する旨の契約を締結した。Eを代理した Fは、Gとの間で本件各貨物の運送
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契約を締結し、Gは、さらにHとの間で本件各貨物の運送契約を締結した。そ
して、Gの代理店 Iの下請会社である Jは、H所有のコンテナ（以下「本件コン
テナ」という。）に他の貨物とともに本件各貨物を積載した。
本件各貨物に危険物であることを示す標識等は示されておらず、運送人らは、
本件各貨物を非危険物の一般貨物として扱い、本件コンテナを本船の第３船倉の
第23区画・第８列･第２層に積み付けたが、本件コンテナの下部及び左側部は、
約10ないし15cmの空𨻶（空気層）を隔てて本船の左舷第３燃料油タンクに面す
る状態となっていた。
本船は、平成16年９月28日、神戸を出港し、その後、名古屋、東京、清水、お
よびシンガポールに寄港した上で、同年10月８日、シンガポールからサザンプト
ンへ向けて出港し、同月17日には、スエズ運河を通過して地中海を航行してい
た。なお、同日午後５時から、本件コンテナに面する本船左舷第３燃料油タンク
の燃料油について、その流動性を確保するため加熱が開始された。
本船が同月19日午後11時55分ころ、北緯38度・東経６度39分３秒付近を航行
中、第３船倉の煙探知機が警報音を発した。本船の船員らは、第３船倉内からの
煙の発生及びその付近の温度上昇を確認したことから、第３船倉を密閉状態にし
て、第３船倉に二酸化炭素を放出し、また海上スプリンクラーを作動させて第３
船倉内に海水を散水するなどして、これに対応しようとしたところ、同月20日午
前11時ころ、煙が認められなくなり、温度も低下したことから事態の鎮静を確認
した。これにより、船体及び積荷に損害がそれぞれ発生した。
そこで、裸傭船者X?は、Yが本件各貨物につき危険物であることの通告を怠
ったことにより本船の修繕費用をはじめとする損害が生じたと主張して不法行為
に基づく損害賠償を請求した。また、損害保険会社X?乃至X??は、保険代位に
基づき他の貨物の荷主（荷受人は、複数の国の法人である。）が有していたYに対
する不法行為に基づく損害賠償請求権を取得したとして、X??は、荷送人のYに
対する不法行為に対する損害賠償請求権を譲り受けたとして、X??は、自己が荷
受人として積載された金属製機械が本件事故又はその消火のための放水による水
濡れにより損傷を受けたとして不法行為に基づく損害賠償請求権を有するとし
て、それぞれ損害賠償を請求した。
Ⅱ 判決要旨
請求棄却。
１．本件各貨物の危険物該当性について
?本船については日本船舶ではなくても船舶安全法の規定が準用されるところ
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（同法29条の７）、同条28条１項は、危険物の運送に関する技術的基準を国土交通
省令に委任している（なお、船舶安全法施行令１条及び２条は、同法28条を準用され
る規定に挙げていないが、同条は、その規定の性格からして、外国船舶について当然に
準用されるものであると解される。）。同委任を受けた危規則２条１号は、危険物の
定義規定を置いており、同号ニで「可燃性物質類」が危険物の一つであるとさ
れ、可燃性物質類は、可燃性物質（火気等により容易に点火され、かつ、燃焼しや
すい物質で、告示で定めるものをいう。同号ニ（１））、自然発火性物質（自然発熱又は
自然発火しやすい物質で、告示で定めるものをいう。同号ニ（２））及び水反応可燃性
物質（水と作用して引火性ガスを発生する物質で、告示で定めるものをいう。同号ニ
（３））の３個のものとされている。そして、危告示２条４項は、危規則２条１号
ニ（１）、（２）及び（３）の告示で定めるものを『それぞれ、別表第一の品名の
欄に掲げる物質のうち、項目の欄が可燃性物質、自然発火性物質及び水反応可燃
性物質であるもの』としている。危告示別表第１の品名欄の『自己反応性物質 D
（固体）（備考1（２）の表に掲げられたもの）』（国連番号3226）は、項目の欄が可燃
性物質であり、同品名欄の『自己発熱性物質（有機物）（固体）（他に品名が明示さ
れているものを除く。）』（国連番号3088）は、項目の欄が自然発火性物質であるか
ら、これらはいずれも危規則２条１項に規定する危険物である。」
?NA-125は、危規則２条１号に規定する危険物に該当する。」
?PSR-80は、可燃性物質類のうち可燃性物質及び自然発火性物質に該当する
ものであって、危規則２条１項に規定する危険物に該当する。」
２．本件事故の原因について
?本件事故の原因を明確に裏付ける証拠はないが、既に認定した本件事故の発
生状況に加えて、① P社の事故報告書及びV社の事故報告書は、いずれも本件
事故の発生箇所は第３船倉の第23区画・第８列・第２層に積み付けられた本件コ
ンテナ内部であると結論付けていること、②本件各貨物はいずれも自然発火性物
質であり、PSR-80は可燃性物質にも該当する危険物であること、③本件事故発
生前から本件コンテナに近接する左舷第３燃料油タンクで燃料油の加熱が継続さ
れていたこと、④本件証拠上、本件コンテナ内には他に出火の原因となる危険物
があったことはうかがわれないことを総合考慮すると、本件事故の原因は、本件
各貨物（特にNA-125よりも自己加速分解温度が低い PSR-80）が、左舷第３燃料油
タンクからの熱を徐々に蓄積し、放熱速度よりも蓄熱速度が上回る状態が継続し
て、PSR-80の一部が発熱を開始し、そのために本件各貨物の自己加速分解温度
を超える状態が一定時間継続し、その結果、本件各貨物が自己分解反応を起こし
て極めて高温となり、本件各貨物が収納されていたファイバードラム缶や段ボー
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ル箱を燃焼させ、本件各貨物とともに発煙したものであると推認するのが相当で
ある。」
３．準拠法について
?本件の準拠法を決定する上で前提となる単位法律関係は、不法行為であると
ころ、法の適用に関する通則法の施行日（平成19年１月１日）前に加害行為の結
果が発生した不法行為によって生ずる債権の成立及び効力については、なお従前
の例によるから（同法附則３条４項）、旧法例11条１項の適用により、原因である
事実の発生した地の法律によることとなる。本件は、Yが我が国内において本
件各貨物の運送を委託した際の作為又は不作為の注意義務違反を問うものである
から、その原因である事実の発生地（不法行為地）は、日本に在るというべきで
ある。したがって、本件の準拠法は、日本法である（この点については、当事者間
に争いがない。）。そうすると、本件においては、失火責任法の適用の有無が問題
になるのである。」
４．失火責任法の適用について
?失火責任法は、『民法709条ノ規定ハ失火ノ場合ニハ之ヲ適用セズ但シ失火者
ニ重大ナル過失アリタルトキハ此ノ限ニ在ラズ』とするだけであって、規定の文
言上、その対象物にも、その対象物が存在する地域についても何ら限定がない。
そうすると、日本法が準拠法とされる限りは、日本の領海の外を航行中の船舶に
係る失火についても失火責任法が適用されることになる。
失火責任法が失火者の民事責任を軽減している立法趣旨は、①火災は自分の財
産をも焼失してしまうのが通常であるから、何人も自己の財物を滅失しないよう
に注意を怠らないのであり、失火の場合には宥恕すべき事情がある場合が少なく
ないこと、②いったん火災が発生したときは、被災物件の状況、消防施設、火災
の箇所の道路状況等の理由で火災が拡大し、損害が著しく大きく広範囲になるこ
とがあるので、失火者にその全部の損害の賠償責任を負担させることは酷である
こと、③このような事情から、我が国では失火につき民事責任を問わないという
慣習があったことなどにあるとされる。そうすると、規定の文言に反して失火責
任法の適用範囲を日本国内の失火に限定する理由はなく、また、船舶を対象とす
る失火にも失火責任法は当然に適用されるというべきである。
更に、失火とは、誤って火を失し、火力の単純な燃焼作用によって財物を滅失
し、又は焼損させることをいうと解すべきであるから、発火又は財物の滅失若し
くは損傷そのものが火薬、ガス類等の爆発による場合には、失火責任法の適用が
ないと解するのが相当である。この点について、…火薬は国連等級１（危険順位
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１）とされ、ガス類は国連等級２（危険順位２）とされていると認めることがで
きるのに対し、NA-125は自然発火性物質であるものの、自己発熱性物質に留ま
り、また、PSR-80は自己反応性物質に該当し、国連等級は4．1（国連等級4．1は可
燃性を有することを意味する。）であるものの、可燃性物質に留まるのであって、
いずれも、火薬、ガス類等と同等の危険性はないというべきであり、火薬、ガス
類等が爆発した場合と同様に本件事故が失火責任法の対象外になるということは
できない。」
?以上によれば、本件事故については、失火責任法の適用があるというべきで
ある。」
５．被告の重過失の有無について
?重大な過失とは、通常人に要求される程度の相当な注意をしないでも、わず
かの注意さえすれば、たやすく違法有害な結果を予見することができた場合であ
るのに、漫然これを見過ごしたような、ほとんど故意に近い著しい注意欠如の状
態を指すものと解するのが相当である（最高裁昭和32年７月９日第三小法廷判決参
照）。これは、船舶安全法の委任を受けた危規則等により危険物の荷送人が一定
の義務を負っている場合であっても、同様である。」
?被告の重過失の有無について検討すると、被告が、本件事故前、補助参加人
Bから得ていた本件各貨物についての情報は、いずれも危険物に該当しないと理
解できる内容であり、化学物質を取り扱うとはいえ、化学物質の製造者でなく商
社に過ぎない被告にとって、製造者から提供された当該情報を積極的に疑って、
その正確性を更に調査すべき義務を負っていたということはできず、更に、被告
が、本件各貨物について、非危険物として、少なくとも５回、海外への無事故の
運送実績を有していたことに照らすと、被告が本件各貨物等に危険物である旨の
表示をせず、本船の船長にもその旨の情報を告げなかったことについて、ほとん
ど故意に近い著しい注意欠如の状態といえるまでの過失があったとは到底認めら
れないのであって、被告に重過失があったということはできない。」
Ⅲ 評 釈
判旨の理論構成及び結論に反対である。
１．はじめに
本件は、神戸港からオランダのロッテルダムに向けて航海する本船（パナマ船
籍）に積載した危険物の荷送人である日本法人Yが、貨物が危険物である旨の
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表示義務等の注意義務に違反し、危険物であることを示す表示をせず、船長に本
件各貨物が危険物であることを告知しなかったため、本件コンテナが甲板上では
なく熱源の近くに積載されてしまい、そのため地中海を航行中に本件事故が発生
し、本船の積荷に損害が生じたとして、X?らがYに対し、不法行為による損害
賠償請求権に基づき、賠償金の支払いを求めている訴訟である。そこで、危険物
にかかる荷送人の義務及び責任について概観した上で、失火責任法に関する検討
を行い、本件に失火責任法を適用することが適切であったか否かについて考察す
ることとしたい。
２．危険物にかかる荷送人としての責任
⑴ 荷送人の危険物通告等に関する義務
国際海上物品運送法11条は、危険物の処分につき規定するも、荷送人の危険物
通告義務等を正面から規定するものではない。もっとも、国際的には危険物の海
上運送に関するルールとして IMDG CODE（国際海上危険物規程）が定められ、
我が国においても船舶安全法28条の委任により危険物船舶運送及び貯蔵規則（平
成16年国土交通省令第51号による改正後のもの。以下「危規則」という。）及び同規則
の委任による危険物の運送基準等を定める告示（以下「危告示」という。）が定め
られ、危険物の荷送人に種々の注意義務が法定されて
(１)
いる。具体的には、危険物
を収納する容器に標札、品名及び国連番号等を表示すべき義務（危規則８条１項、
危告示７条の２、７条の３）、収納コンテナの四側面に当該危険物の標識を付すべ
き義務（危規則24条、28条１項）並びに船舶所有者又は船長に対して危険物明細書
ないしコンテナ危険物明細書を提出すべき義務（危規則17条１項、危告示14条の３
第１号、危規則30条１項、危告示16条の３）等の特別な義務が課され、罰則まで設
けられている（危規則394条）。
最高裁も、「海上物品運送業者は危険物であることを知りながら、これを運送
する場合には、船舶及び積荷等の安全を確保するため、当該危険物の危険性の内
容、程度及び運搬、保管方法等の取扱上の注意事項を調査し、適切な積付け等を
実施して、事故の発生を未然に防止すべき注意義務を負っている。したがって、
右の場合において、海上物品運送事業者が通常尽くすべき調査により、当該危険
物の危険性の内容、程度及び取扱上の注意事項を知り得るときは、当該危険物の
製造業者及び販売業者は、海上物品運送業者に対し、右の事項を告知する義務を
負わないものというべきである。」と判示して
(２)
いる。これに対し、海上物品運送
事業者が危険物であることを知らない場合は、危険物輸送の流通経路に関与する
海上運送人・荷役業者・荷送人等の各業者は、通常その物質について専門的な知
識が薄く、自らの調査研究によりその物質の性質及び危険性を的確に知ることが
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困難であるので、これを知るためには高度の知識と技術を有する販売業者らから
提供される情報によらざるを得ないから、流通に関与する各当事者がその取扱い
の万全を期すことができるように、その危険性について周知徹底させるべき法律
上の作為義務を製造業者及び販売業者が負うことにな
(３)
ろう。下級審においても、
運送品の危険な特性を知ってこれを船積する者は、運送人に対して運送品の危険
性を告知すべき義務があるとした裁判例が
(４)
ある。
⑵ 荷送人の責任
①運送人に対する債務不履行責任 運送人、船長及び運送人の代理人が、船
積の際に運送品の危険性を知らなかった場合において、危険物の運送を委託する
荷送人に故意・過失が認められるときは、荷送人は、運送人が被った損害を賠償
する責任がある（国際海上物品運送法11条２項）。
この場合の荷送人の責任の性質をめぐっては、結果責任かそれとも過失責任か
という点で争いがあるが、学説は、荷送人がこのような危険を完全に防止したり
その損害額を予測することは困難であるし、運送人及び他の荷主にとってもその
ような危険は海上運送に通常伴うものであることを覚悟しなければならないか
ら、結果責任を負わせる理由がないとして、これを過失責任であると解して
(５)
いる。
ちなみに、近い将来にも発効が見込まれるロッテルダム・ルールズを見ると、
これまでの国際海上物品運送条約が正面から取り上げることのなかった荷送人の
運送人に対する責任について１章を設けて詳細に規定している。中でも、貨物に
関して提供する情報の正確性の担保義務、危険物に関する性質等の通知義務及び
記号やラベルの貼付義務については無過失責任とされており（条約30条２項）、そ
の責任には、責任限度額も設定されてい
(６)
ない。危険物の積載が原因とされる状況
において、当該危険物の火災や爆発等の事故が発生して船舶や他の貨物に重大な
損害が生じた事故については、危険物に関する通知義務を懈怠した荷送人は、運
送人に対して無過失責任を負うべきことになる。危険物の取扱いに関しては、荷
送人に対して厳格な責任を負わせる方向に推移しているように思われる。
②他の貨物の荷主に対する不法行為責任 条約及び国際海上物品運送法に
は、運送人以外の者である他の積荷の利害関係人等の第三者が被った損害に対す
る荷送人の責任について直接規定した明文はない。これは、条約の本来の目的が
海上物品運送契約の当事者及び船荷証券の所持人に関する法律関係を規定する点
にあるためと思われる。
しかしながら、危険物の船積が荷送人の過失に基づくものである場合、荷送人
は、他の積荷の荷主等に対して不法行為に基づく損害賠償責任を負うものと解さ
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れる（民法709条・商法740条２項・国際海上物品運送法20条
(７)
１項）。通告義務をはじ
め、危険物の荷送人に課される義務は、単に運送契約上の義務としての性質を超
え、危険物の安全な輸送の実現を目的として法定された公的な義務としての側面
も有するといえる
(８)
ため、当該義務違反がそのまま荷送人の過失を構成し、不法行
為責任が成立する場面も多いと考えられる。このように解さなければ、IMDG
 
CODEや船舶安全法、危規則及び危告示が詳細に荷送人の法的義務を法定した
意義が失われてしまうであろう。
３．失火責任法
⑴ 沿革
失火ノ責任ニ関スル法律（明治32年３月８日法律第40号）は、「民法七百九条ノ
規定ハ失火ノ場合ニハ之ヲ適用セス但シ失火者ニ重大ナル過失アリタルトキハ此
ノ限に在ラス」と規定する１条のみから成る法律である。
我が国には、古くから失火の民事責任を問わない法律・慣習があり、失火責任
法制定前は、刑法附則
(９)
59条が故意によらない失火について民事賠償責任を全面的
に排除していたが、明治31年７月、民法施行法61条においてこの規定が削除され
たことから、失火についても民法の不法行為に関する規定がそのまま適用される
ようになった。しかしながら、このことが国民に多大な不安を与え、失火責任免
責に関する多くの請願がなされたことを契機に議員立法として明治32年に施行さ
れたのが、現行の失火責任法である。なお、立法審議の過程では、権利思想が発
達すれば失火責任に対する世論も変わってくること、大火の危険が減少してくれ
ば失火責任法が不要となるときもあるかも知れないことを理由として、本文に
「当分の中」の文言を挿入し時限的な立法とする案も検討され、衆議院本会議に
もかけられたが、同文言は不体裁であるという理由により削除さ
(10)
れた。
⑵ 立法趣旨
一般に、失火責任法の立法趣旨は、次のように理解される。すなわち、（ⅰ）
火事は自分の財産をも消失してしまうのが普通だから、各人それぞれに注意を怠
らないのが通常であるため、過失については宥恕すべき事情のある場合が少なく
ない、（ⅱ）いったん火事が出たときは、木造家屋が多く建て込んだ住宅環境の
下では防火・消防能力の不足と相まって損害を拡大させる危険性があること、
（ⅲ）我が国には、古来失火者に損害賠償責任を負わせない慣習があり、従来刑
法附則で法的にも認知されてきたことである。
これに対し、立法当初から、（ⅰ）民法においておよそ過失によって他人に損
害を加えた者はその賠償責任を負うべきとの原則を採用した以上は、その過失は
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いかなる事柄であろうとも包含されなければならない、（ⅱ）刑法附則制定の当
時はともかく、損害賠償の原則が民法に細かく規定されていて、全ての場合に賠
償の責任があるということになった以上、失火だけ除外することは適切でない、
（ⅲ）失火の賠償額が大きいことを理由に責任の有無を決めることは妥当でない、
（ⅳ）失火免責をしなくても、現実に責任を負わされることは稀である、（ⅴ）失
火責任法が存在しても借家人は賃貸人に対する契約責任を免れることはできない
のであるから不均衡である、（ⅵ）外国の立法例を見ても失火を免責するという
例はない、といったことを理由に政府委員梅謙次郎、富井政章、穂積陳重らが強
硬に反対して
(11)
いた。
⑶ 比較法
一般に、失火責任法は我が国特有の法律であり、世界中にも類を見ない立法形
態であると言われて
(12)
いる。
むしろ、英米法やフランス法では、火を危険なものであると考え無過失責任に
近い立場から出発していると言われる。例えば、英法においては、火災は他の多
くの危険物の場合と同様に厳格責任を課してきたが、その責任が極めて重いた
め、1774年の火災予防法は、むしろ過失のない場合のみを免責するとした。現在
でも、発火の危険性の大きい場合には相当高度の注意義務が課せられ、それを怠
ったときに過失ありとされることに変わりはないようで
(13)
ある。
いずれにしても、失火責任法が我が国の住宅事情にかんがみ制定された極めて
稀有な立法形態であることは間違いない。
⑷ 学説
我が国の建物は木造であって、失火は甚大な被害を結果するから、火の取扱い
は最も厳格な注意を要求すべきであり、爆発物等の危険物とともに、一括して無
過失責任を認める立法が必要であるとさえ考え、少なくとも失火責任法は廃止
し、過失の推定をなすべきだとする見解がある
(14)
ほか、学説は、失火責任法の存在
意義について概ね消極的な評価を下して
(15)
いる。
また、現在進行中の民法改正作業においては、民法改正研究会が、民法改正と
同時に失火責任法を廃止すべきであると考えたので、インデックス機能を持つ新
668条には失火責任法について言及しないものとし、「現代では、非木造建築の割
合が増加するとともに、防火体制も整えられているので、失火責任法の社会的意
義は、失われているように思われる。」とした上で、「附則○条（廃止法律）：明
治三十二年法律第四十号（失火ノ責任ニ関スル法律）は、廃止する。」との１か条
を置くべきであると考える、と述べて
(16)
いる。
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⑸ 小括
以上見てきたように、失火責任法は、立法当初から政府委員らによる強硬な反
対意見が存在したものであるばかりか、現在に至るも学説による批判は益々強
い。立法論としては、早期に本法を廃止すべきであると言われ、解釈論として
は、本法の適用範囲を狭くしようというのが現在の傾向で
(17)
ある。
４．本判決の検討
⑴ 船舶火災に対する失火責任法の適用
本判決は、「規定の文言上、その対象物にも、その対象物が存在する地域につ
いても何ら限定がない」ことを根拠に、日本法が準拠法とされる限り、日本の領
海外を航行中の船舶にかかる失火についても失火責任法が適用されるものと判示
した。しかしながら、失火責任法の文言が抽象的であるからこそ、その適用範囲
の限界については立法趣旨に遡って緻密に考察する必要があろう。
本判決は、失火責任法の立法趣旨につき、①火災は自分の財産をも焼失してし
まうのが通常であるから、何人も自己の財物を滅失しないように注意を怠らない
のであり、失火の場合には宥恕すべき事情がある場合が少なくないこと、②いっ
たん火災が発生したときは、損害が著しく大きく広範囲になることがあるので、
失火者にその全部の損害賠償責任を負担させることは酷であること、③このよう
な事情から、我が国では失火につき民事責任を負わないという慣習があったこと
の三点を一応挙げながら、船舶を対象とする失火にも「当然に」失火責任法が適
用されるものと判示した。
しかしながら、かかる立法趣旨から演繹すれば、船舶火災に「当然に」失火責
任法を適用するという結論は導かれないはずである。本判決が挙げた立法趣旨に
沿って見ていくこととしたい。
①宥恕すべき事情 まず、失火の場合に宥恕すべき事情がある場合が少なく
ないとする公平上の理由は、失火者が生活の本拠である自宅を消失した場合に延
焼した他人の家屋等にかかる全賠償責任を負うべきとするのは酷であるという価
値判断に基づくものであるから、立法過程における議論等を見ても住宅火災を念
頭に置いているものであることは明らかで
(18)
あり、船舶上の貨物が消失した場合に
まで宥恕すべき事情が存するものとは考え難い。荷送人が自己の過失により荷崩
れ等を生ぜしめたことにより運送人や他の荷主に損害を与えた場合には不法行為
責任を負うべきことは当然であるところ、荷送人が火災以外の理由により船舶上
の貨物を滅失・損傷させた場合と火災による場合とを殊更に区別して考慮しなけ
ればならない事情は存しないというべきであろう。
まして、右のような立法趣旨からすれば、失火責任法が住宅火災、特に本来的
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には自然人の過失を念頭に置いたものであって、企業体としての過失を問責する
際に適用することはそもそも想定していないともいうべきではなかろうか。後に
詳しく述べるが、本判決は、専ら企業体としての被告自身の過失を問題にしてお
り、被用者として運送に関与した個人の過失を検討しているものではない。にも
かかわらず、何らの躊躇なく企業体としての被告の不法行為責任につき失火責任
法を適用するとした点でも、本判決の判断には疑問が残る。
②被害拡大の範囲 また、②失火者に全部の損害賠償責任を負担させること
が酷であるとされるのは、木造住居が狭所に密集している日本旧来の住宅事情に
かんがみ、延焼により一個人たる失火者の損害賠償責任が無限定に拡がりかねな
いことを懸念してのことである。被害金額が高額にのぼるか否かという金額の多
寡よりもむしろ、無限定に被害が拡大し得るリスクに着目しているというべきで
あろう。金額が高額にのぼることがあり得るというだけでは、価値判断として
は、むしろ当該貨物を慎重に取り扱うべきとして注意義務が加重される方向に働
くべき事情である。船舶火災では、船体及び貨物の被害が高額に及ぶ可能性こそ
あるとしても、船舶外への延焼の危険は通常は生じないといってよい。ある貨物
から出火した火災が他の貨物に燃え移ればそれが「延焼」であると考えることも
できないわけではないが、船舶火災は、その被害が予測不能なほど無限定に広が
るという性質のものではなく、いかに広汎にわたるとしても船体及び積荷の損害
に留まるのが通常である。そうすると、航行中の船舶については、損害拡大の範
囲が予測可能である以上、②の立法趣旨も妥当するものではないというべきであ
る。
③失火者に対する責任追及に関する慣習 さらに、航行中の船舶における火
災については、我が国における失火責任法成立の背景となった「失火に民事責任
を問わず」の慣習が存在するものではないというべきである。本判決が述べる
「慣習」とは、あくまで住宅火災を念頭に置いた個人間における民法上の慣習で
あるはずであるが（現代においては、その民法上の慣習すら存在することに疑義があ
ることは前に述べたとおりである。）、航行中の船舶、とりわけ外航船上における火
災が問題となった本件では、商慣習、しかも国際海運実務の慣習に照らして考え
なければならない。
そして、国際海運実務の慣習にてらせば、むしろ火災の原因を作出した荷送人
の民事責任を追及しない慣習など存在しないというべきであろう。前に述べたよ
うに、国際海上物品運送条約上は、危険物の船積が荷送人の過失に基づくもので
ある場合、荷送人は、他の積荷の荷主等に対して不法行為責任を追及できるもの
と解される（民法709条・商法740条２項・国際海上物品運送法20条１項）。荷送人が
船積行為そのものに直接関与していなくても、貨物の内容について適切な告知を
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しなかった結果損害を生ぜしめた場合も同様であることは言うまでもない。
また、船舶火災については、船舶における火災により生じた運送品の滅失、損
傷又は延着にかかる損害賠償責任については免責とされるものの、運送人自身の
故意又は過失に基づく場合は除外されており、損害賠償責任を免れないものとさ
(19)
れる（国際海上物品運送法３条）。これに対し、荷送人の故意・過失により失火が
生じた場合における荷送人の責任規定については明文の規定が存在するものでは
ないが、過失ある荷送人に対して損害賠償責任を追及することができることは当
然であるとい
(20)
える。
したがって、少なくとも国際海運実務においては、火災につき民事責任（不法
行為責任）を問わないなどという慣習は全く存在しないというべきであろう。
④小括 実質的に考えても、運送人は、船積時にコンテナの中身を確認でき
ない場合も多く、かかる場合には、貨物及び積載船舶全体の安全性確保は、各貨
物の荷送人の手に委ねられていると言ってよい。そうであるがゆえに、危険品の
荷主には特別の注意義務が法定されているのである。にもかかわらず、荷送人の
過失により火災を生ぜしめた場合でも、故意に近い重過失でない限り責任を問う
ことができないとするのは、あまりにも衡平を欠くものとなるであ
(21)
ろう。
航行中の船舶上における火災については、船舶による海上物品運送契約を遂行
する航海の中で生じた事象である以上、基本的には海法の枠組みの中で理論構成
すべき問題であるように思われる。他の貨物の荷主らが荷送人に対して不法行為
責任を追及することについては、国際海上物品運送法20条１項が適用する商法
740条２項が「其他ノ利害関係人」（他の貨物の荷主）による荷送人に対する損害
賠償請求として認めているものであるから、このように国際海上物品運送法上の
規定により認められた損害賠償責任について失火責任法を持ち出すことについて
は、唐突感を禁じ得ない。
したがって、日本国内外のいずれに所在するかを問わず、航行船舶の火災につ
いては、失火責任法の適用がないものと解するべきと考える。原告は、本件火災
が日本国外で発生したものであることを根拠に失火責任法の適用がないことを主
張したが、私見としては、以上見てきた失火責任法の立法趣旨にてらして考えれ
ば、火災の発生場所が日本国内か国外かという点よりもむしろ、航行中の船舶上
において発生した火災であることが適用除外の根拠になるべきものと考える。
なお、付言すると、本判決の主張整理を見ると、少なくともX??に関する限
り、損害の発生原因については、本件火災「又は」消火活動による海水放水によ
る水濡れにより損傷を受けたと主張しているものの、本判決は、X??の損害がい
ずれの事象により生じたかにつき解決していない。消防活動により損害が生じた
場合に失火責任法が適用されるか否かは、争いある論点で
(22)
あり、しかも本件は消
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防隊員、すなわち公務員により消火活動が行われた訳ではないという点で、当該
論点において通常想定される事案とは異なっているから、結論はともかくとし
て、何らかの判断を行う必要があったと言えよう。
⑵ 危険物の取扱いと失火責任法の適用
被告は、危規則に基づく法定の注意義務を負っているが、失火責任法の適用に
あたり、本判決がこの点を考慮した形跡を窺い知ることはできない。本判決は、
NA-125及び PSR-80をいずれも危規則２条１項の定める危険物に該当するもの
と認定しているところ、荷送人たる被告は、危規則等の規定により危険物の取扱
いに関する種々の注意義務を負っている。これらの義務は、当該危険物から発火
して火災に至った場合をも想定して法定されたものであるから、特別法に基づき
火災防止のための注意義務が課されている以上、もはや一般法としての失火責任
法の適用は排除されているものというべきである。
また、本判決は、発火又は財物の滅失若しくは損傷そのものが火薬、ガス類等
の爆発による場合には失火責任法の適用がないことを確認した上で、本件事故は
本件各貨物等の燃焼及び収納容器の炎上により生じたものと認定し、また、本件
貨物が可燃性物質に留まり、いずれも火薬、ガス類等と同等の危険性はないと判
断し、火薬、ガス類等が爆発した場合と同様に本件事故が失火責任法の対象外に
なるということはできないと結論付けた。しかしながら、本来問題とされるべき
は、本件貨物が可燃性物質か火薬かという単なる貨物の成分の点ではなく、失火
者が当該貨物の取扱いにつきいかなる注意義務を負う法的地位にあったかという
点である。火薬、ガス類等の爆発が失火責任法の適用除外となった理由に遡って
考察すると、本判決の論理には疑問がある。裁判例は失火責任法排除の理由とし
ては、爆発事故が起きる瞬時には火力を伴うが一般に爆発現象は規模が大きく、
その損害の及ぶ範囲が当初より拡大されることが予想されるばかりか、爆発現象
を起こさせる危険物の取扱いについては高度の注意義務が課せられるべきである
ことを述べて
(23)
いる。もっとも、爆発現象の規模が大きく損害が広汎に及ぶ可能性
があるから失火責任法の適用を除外すべしとの論理は、損害賠償額が無限定に広
がることを防止すべく失火責任法が制定されたということと正面から矛盾するも
のであるから、本来除外根拠とならないはずである。そうすると、爆発の場合に
失火責任法を排除する理由は、専ら、爆発現象を生じ得る危険物の取扱いについ
て高度の注意義務が課せられる点に求められるべきであろう。そして、危険物と
して高度の注意義務が課される点は、本件各貨物も、火薬、ガス類等と同様であ
る。なお、本判決は、火薬が国連等級１、ガス類が国連等級２とされるのに対
し、NA-125は自己発熱性物質に留まり、PSR-80は国連等級4．1であるものの可
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燃性物質に留まることを根拠に、いずれも火薬、ガス類等と同等の危険性はない
というべきと判示しているが、国連等級はあくまでも物質の性質ごとに類型化し
たものにすぎないと考えられ、常に等級番号が若い方が危険性を有する関係にあ
るものとは解し難く、本判決の論拠が必ずしも説得的であるとはいえない。
以上からすれば、この観点からも、危険物を取り扱う者として法律上の注意義
務が課されている以上は、失火責任法の適用が排除されるものというべきであ
る。
⑶ 重過失の認定について
重過失の事実認定については、事実関係に立ち入った詳細なコメントは控える
が、重過失の認定に至る本判決の理論構成の点で疑問が存するので、一言触れて
おくこととしたい。
本判決は、失火責任法上の「重過失」について過去の最高裁
(24)
判例の定義を引用
した上で、「船舶安全法の委任を受けた危規則等により危険物の荷送人が一定の
義務を負っている場合であっても同様である。」としており、被告が法律上負っ
ている特別の注意義務につき一顧だにしていない。しかし、危規則等に基づく高
度な注意義務の存在にもかかわらず失火責任法を適用している点もさることなが
ら、「重過失」の程度を通常一般人と同様に解している点は問題がある。本判決
は、当該製品の製造者ではなく「商社」に過ぎないことを重過失が認められない
理由の一つとしているが、化学製品を取り扱う売主として右のような注意義務を
負うものである以上、商社であろうと製造者自身であろうと、特別の注意義務を
負っていることに変わりはないというべきであり、この点からも本判決の結論に
は問題がある。
また、本判決は、重過失の判断にあたり、被告の被用者又は履行補助者個人の
重過失を問題にすることなく、一企業体としての被告自身の重過失を取り上げ、
事実認定を行っている。火災に至る直接の原因とも言うべき積付行為を行ったの
が荷送人本人でなくフレイトフォワーダーの代理店の下請業者であったという事
情があったこともかかる事実認定の一因と思われるが、本件火災が企業自体の定
型的・恒常的活動に由来する不法行為である以上、個々の被用者の不法行為を媒
介とすることなく、企業自体の過失を問責することは何ら特異なことではなく、
(本判決が、前提事実においてYの概要について単に「○○を業とする株式会社である。」
と記載するのでなく、「商業登記簿上の目的として、化学製品及びこれを材料とする製品、
医薬品及び医薬部外品並びに化学製品等の輸出、輸入及び販売を掲げていた商社である。」
とわざわざ回りくどい表現を用いていることも、この価値判断を意識してのことと思われ
る。）
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むしろ判断の枠組自体は妥当であろう。しかしながら、重過失の意義について最
高裁
(25)
判例をそのまま引用し、「船舶安全法の委任を受けた危規則等により危険物
の荷送人が一定の義務を負っている場合であっても、同様である。」と判示して
いる点も、本判決の問題点の一つであると考える。例えば、アセチレンガス切断
機による鉄骨切断作業中に飛散した高温の溶融塊により発火し隣家が全焼したと
いう事案において失火責任法が適用されたが、解体工事の現場監督者及び現場作
業員の重過失を判断するにあたり、両者が法令上厳格な資格要件や注意義務を要
求されるガス切断作業に業として従事ないしは監督する者であることを認定した
上で、「右
・
の
・
よ
・
う
・
に
・
火
・
気
・
を
・
反
・
復
・
・
・
継
・
続
・
し
・
て
・
扱
・
う
・
者
・
に
・
と
・
っ
・
て
・
は
・
」と彼らが業務上課
された義務及び置かれた立場に着目して、各過失が失火責任法上の重過失に該当
するものと判断した裁判例が存在
(26)
する。「過失」要件の判断はある程度相対的な
ものであり、その職業・地位・階級等に属する一般普通の人の注意能力が問題と
されるものである
(27)
から、当該失火者に課されている法的義務及び置かれている立
場等を考慮する結果、重過失のレベルがある程度相対化することは当然で
(28)
ある。
しかも、本判決の認定事実を前提にしても、被告は、自ら特段の検査をしなか
ったばかりか、製造者による危険物に該当しないとの説明を軽信して非危険物と
して取り扱った等の事情が存するから、危規則等による種々の注意義務を法定さ
れている被告の立場にかんがみれば、仮に失火責任法を適用したとしても、十分
に被告の重過失を肯定しうる事案であったというべきではなかろうか。本判決
は、本件各貨物を少なくとも５回、海外へ無事故で運送した実績を有しているこ
とや、被告が化学物質の製造者でなく商社に過ぎないことを殊更に強調し、重過
失を否定しているが、この点にも疑問が残る。輸送実績は、必ずしも安全性が担
保されると言えるほど多数回にわたるものでないし、被告が商社であることも、
化学物質を取り扱うため危規則等の適用を受ける者である以上、製造者である場
合と大差ないはずである。したがって、重過失の認定自体にも問題があると考え
ざるを得ない。
５．おわりに
本件において原告となった当事者（裸傭船者及び保険会社等）は、いずれも被告
との運送契約の当事者（運送人）ではなかったことから、被告に対して債務不履
行責任を追及することができず、本件請求を不法行為に基づく損害賠償請求と構
成せざるを得なかったことから、失火責任法の適用が問題となった。仮に被告と
の直接の契約当事者である運送人自身が固有の損害賠償請求を行う場合には、荷
送人に対する運送契約上の債務不履行責任を追及することが十分考えられる。そ
して、債務不履行責任に失火責任法が適用されないことについては判例・学説と
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も争いがない
(29)
から、軽過失が認定される限り、荷送人に対する損害賠償請求が認
容されたことになる。
本判決が右のような判断を下すに至った最大の理由は、現に失火責任法が存在
し、明文上その適用を制限する文言がないという点にあると考えて間違いないで
あろう。失火責任法が現代社会においてもはやその合理性を失っていることが誰
の目にも明らかであることからすれば、立法論としては早期の廃止が望まれると
ころであるし、何らの物理的・場所的制限を付することなく単に「失火」の場合
に民法709条の特則を設けている点は、立法の不備と考えられなくもない。しか
しながら、かかる現行法規を前提にしても、裁判所があくまで条文解釈の範疇で
本件火災につき失火責任法の適用を排除することも十分に可能であり、また積極
的に排除すべきであったように思われる。すなわち、せっかく判決理由中で失火
責任法の立法趣旨を挙げたのであるから、これを緻密に考察すれば、本件火災が
むしろ失火責任法の適用を予定しない領域の問題であると考えるべきであった。
また、国際海運実務において危険物の荷送人に課される厳格な注意義務及び責任
にかんがみれば、本件火災はあくまで海法の枠組みの中で理論構成されるべき問
題であり、そもそも失火責任法の適用を考慮すべき余地はなかったというべきで
ある。このように解さなければ、船舶安全法その他の法令により危険物の荷送人
に厳格な注意義務を課した趣旨は完全に没却されてしまうであろう。したがっ
て、本件のような航行中の船舶上の火災については、失火責任法の規定を持ち出
して軽過失を免責することに合理性が認められないものと言うべきである。
（１) 戸田修三＝中村眞澄編『注解・国際海上物品運送法』227頁（青林書院・1997年）
（２) 最一小判平成５年３月25日民集47巻４号3079頁
（３) 最一小判平成５年３月25日（前掲注２）の第一審である東京地判昭和61年３月３日判例時
報1222号56頁、及び東京地判昭和62年３月３日海事法研究会誌79号63頁
（４) 神戸地判昭和39年４月23日下民集15巻４号909頁
（５) 山戸嘉一『国際海上物品運送法』147頁（海文堂・1958年）
（６) 池山明義＝石井優「対論第２回ロッテルダム・ルールズ」海運2010年７月号102頁によれ
ば、新条約審議の際には、運送人の責任制限との均衡上、新たに荷送人の責任についても責任
制限額を導入する主張もされたが、結論的には見送られたとのことである。
（７) 戸田＝中村・前掲書（注１）235頁
（８) 原茂太一「判批」金商957号46頁
（９) 旧刑法附則59条：人ノ名誉若クハ殺傷ニ関シタル損害其他犯罪ノ為メ現ニ生シタル損害ハ
其賠償ヲ請求スルコトヲ得。但失火ハ此限ニ在ラス。
（10) 澤井裕『失火責任の法理と判例』（有斐閣・1989年）４頁
（11) 同前
（12) 同前
早法87巻１号（2011）146
（13) 宗宮信次「失火責任法を廃止せよ」自由と正義２号30頁（1961年）
（14) 同前
（15) 前田達明『現代法律学講座14民法（不法行為法）』252頁（青林書院新社・昭和55年）、川
井健『民法教室・不法行為法』（1983年）61頁、戸出正夫「失火責任法について―その法史と
立法理由」『損害保険事業研究所創立四十周年記念・損害保険論集』601頁（1974年）等
（16) 民法改正研究会代表加藤雅信「日本民法典財産法改正試案―『日本民法改正試案・仮案
（平成21年１月１日案）』の提示―」判タ1281号10頁
（17) 前田・前掲書（注15）252頁
（18) 立法過程における議論については、澤井・前掲書（注10）１頁、戸出・前掲書（注15）
601頁が詳しい。
（19) ヘーグ・ルール４条２項（b）、ヘーグ・ヴィスビー・ルール４条２項（b）。ハンブル
ク・ルールに至っては、５条１項において、火災による運送品の損害について、過失の立証責
任を損害賠償の請求者に転換している。ロッテルダム・ルールでも立証責任が転換されている
点は同様である。
（20) 中村眞澄「船舶における火災と海上運送人の責任」早稲田法学34巻１・２冊161頁には、
船舶における火災につき「荷送人の故意又は過失に基く場合」として、「海上運送人が免責さ
れること勿論である。積荷保険においては、保険契約者又は被保険者の故意又は重大なる過失
に因る火災について保険者はこれを負担しない。ただし、このような火災のため、第三者であ
る善意の被保険者が蒙った損害に対しては、保険者は塡補の責任を免れないこと勿論である。」
との記述があり、荷送人自身の責任には言及されていないが、荷送人に故意・過失がある場合
には損害賠償責任が生じることを当然の前提にしているものとも考えられる。
（21) 池山＝石井・前掲注（６）103頁においては、石井氏も、CFSの混載コンテナで無申告の
危険物が積み込まれ大きな事故となる例が近年ますます増えていることについて、警鐘を鳴ら
している。
（22) 村井龍彦「消防職員の消火活動と失火責任法」愛媛法学会雑誌７巻２号（1981年）51頁
（23) 東京地判昭和53年11月30日判タ380号116頁
（24) 最三小判昭和32年７月９日、澤井・前掲書（注10）『失火責任の法理と判例』16頁、戸
出・前掲書（注15）「失火責任法について―その法史と立法理由」『損害保険事業研究所創立四
十周年記念・損害保険論集』569頁等
（25) 最判昭和32年７月９日民集11巻７号1203頁
（26) 宇都宮地判平成５年７月30日判時1485号109頁
（27) 大判明44年11月１日民録17輯617頁
（28) 他にも、引火性・可燃性物質に囲まれて作業する場合に、失火者の注意義務を加重して把
握し、重過失を認定した事案としては、最判昭和42年６月30日民集21巻６号1526頁、大阪地判
昭和42年２月22日判タ208号191頁等がある。
（29) 最判昭和30年３月25日民集９巻３号385頁
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